


５ 取組状況

①地区ごとに水域管理者を含む関係者からなる協議会の設置
②船舶所有者への説明会の開催
③船舶所有者への意向調査・不足する係留施設の把握
④港湾等で貨物船等本来の利用に影響を及ぼさない区域を係留場所として活用するとともに必要な施設の整備を可能な限り行う。
⑤その上でなお係留場所が不足する地区では治水上問題がないことなどを前提に河川内に暫定的な施設を整備する。

４ 具体的な取組

○ 「大分県プレジャーボート等の係留保管の適正化に関する条例」の制定（H30.7.6公布、H31.4.1施行）
・県の責務はもちろんのこと、船舶所有者や事業者の責務などを盛り込んだ理念条例

○「大分県河川プレジャーボート等係留保管の設置及び管理に関する条例」の制定 （R1.8.1公布、R2.4.1施行）
・河川におけるプレジャーボート等の適正な係留場所の確保を目的とし、河川においての暫定係留施設
設置及び管理に関する条例

○各施設管理条例の改正（R1.8.1公布、R2.4.1施行）
・港湾施設管理条例及び漁港管理条例の改正

各種条例の整備

受皿確保（ハード対策）

○暫定係留施設（係船環）の設置
・Ｒ１～２年度整備箇所〈河川：中川・中江川、裏川 港湾：全地区〉
※漁港区域は設置済

意識啓発・取締強化（ソフト対策）

○関係団体との協議会及び船舶所有者説明会の開催
○所有者不明船に対する簡易代執行等の実施

大分県の放置艇対策について

R1.7 中川簡易代執行


